
大成ロゴ





（単位：億円、億円未満は四捨五入（一部端数調整））

受注高 10,960 11,584 624 17,657 15,800 △1,857

土木事業 3,540 3,078 △462 5,702 4,100 △1,602

建築事業 6,689 7,694 1,005 10,486 10,500 14

開発事業 659 735 76 1,345 1,100 △245

その他 72 77 5 124 100 △24

売上高 10,719 11,144 425 15,733 15,500 △ 233

土木事業 3,126 3,080 △46 4,487 4,300 △187

建築事業 6,859 7,164 305 9,746 9,900 154

開発事業 662 823 161 1,376 1,200 △176

その他 72 77 5 124 100 △24

％ 9.0 11.9 2.9 9.4 10.5 1.1

売上総利益 964 1,331 367 1,480 1,630 150

％ 11.3 13.6 2.3 11.1 12.1 1.0

土木事業 354 418 64 500 520 20

％ 7.0 10.3 3.3 7.2 8.8 1.6

建築事業 483 736 253 699 870 171

％ 17.8 19.9 2.1 19.7 19.2 △0.5

開発事業 118 164 46 271 230 △41

％ 13.0 17.3 4.3 8.3 10.0 1.7

その他 9 13 4 10 10 △0

％ △5.0 △5.0 ― △4.9 △5.1 △0.2

販管費 △538 △559 △21 △776 △790 △14

％ 4.0 6.9 2.9 4.5 5.4 0.9

営業利益 426 772 346 704 840 136

営業外損益 46 9 △37 41 △10 △51

（金融収支） △4 10 14 △9 △3 6

％ 4.4 7.0 2.6 4.7 5.4 0.7

経常利益 472 781 309 745 830 85

特別損益 △12 36 48 △75 30 105

％ 4.3 7.3 3.0 4.3 5.5 1.2

460 817 357 670 860 190

法人税等 △171 △275 △104 △288 △290 △2

％ 2.7 4.9 2.2 2.4 3.7 1.3

289 542 253 382 570 188

△1 0 1 △0 ― 0

％ 2.7 4.9 2.2 2.4 3.7 1.3

288 542 254 382 570 188

※上記記載の「予想」は、平成27年11月9日付の修正開示値を記載しております。
※前期における「少数株主損益調整前当期純利益」、「少数株主損益」、「当期純利益」は、それぞれ「当期純利益」、
 「非支配株主に帰属する当期純損益」、「親会社株主に帰属する当期純利益」に組み替えて表示しております。

平成28年３月期連結業績予想の概要

前期
通　　　　期

前期

対前期
予想(※)

第３四半期累計期間

親会社株主に帰属する
当期純利益

H26.4.1～
H26.12.31

実績

H27.4.1～H27.12.31

当　期

実績

H27.4.1～H28.3.31
H27.3.31

対前期

当期純利益
非支配株主に帰属する
当期純損益

H26.4.1～
当　期

実績

税金等調整前
当期純利益



（単位：億円、億円未満は四捨五入（一部端数調整））

H26.4.1～ H26.4.1～

8,816 9,307 491 14,298 12,500 △1,798

2,636 2,131 △505 4,482 2,850 △1,632

2,314 1,873 △441 4,430 2,550 △1,880

322 258 △64 52 300 248

6,001 7,058 1,057 9,455 9,500 45

5,806 7,005 1,199 9,233 9,000 △233

195 53 △142 222 500 278

8,637 9,189 552 13,937 12,350 △1,587

113 44 △69 243 70 △173

66 74 8 118 80 △38

8,750 8,968 218 12,505 12,200 △305

2,314 2,269 △45 3,241 3,100 △141

2,135 2,095 △40 3,041 2,940 △101

179 174 △5 200 160 △40

6,250 6,501 251 8,862 8,900 38

5,852 6,404 552 8,415 8,700 285

398 97 △301 447 200 △247

8,564 8,770 206 12,103 12,000 △103

120 124 4 284 120 △164

66 74 8 118 80 △38
7.9 11.2 3.3 7.8 9.5 1.7

692 1,000 308 976 1,160 184
％ 11.3 13.3 2.0 10.3 11.9 1.6

262 303 41 334 370 36
％ 6.4 10.2 3.8 6.4 8.4 2.0

401 660 259 569 750 181
％ 7.7 11.0 3.3 7.5 9.3 1.8

663 963 300 903 1,120 217
％ 19.7 22.2 2.5 23.4 25.8 2.4

23 27 4 66 31 △35
％ 8.6 13.2 4.6 5.4 11.3 5.9

6 10 4 7 9 2
％ △3.9 △4.1 △0.2 △3.9 △4.2 △0.3

△340 △360 △20 △487 △510 △23
4.0 7.1 3.1 3.9 5.3 1.4

352 640 288 489 650 161

56 11 △45 47 △10 △57

9 29 20 19 30 11
4.7 7.3 2.6 4.3 5.2 0.9

408 651 243 536 640 104

△15 22 37 △35 30 65
4.5 7.5 3.0 4.0 5.5 1.5

393 673 280 501 670 169

△146 △221 △75 △236 △220 16
2.8 5.0 2.2 2.1 3.7 1.6

247 452 205 265 450 185

※上記記載の「予想」は、平成27年11月9日付の修正開示値を記載しております。

平成28年３月期個別業績予想の概要

第３四半期累計期間 通 期
前期 当　期 前期 当　期

H27.4.1～H27.12.31 H27.4.1～H28.3.31
H26.12.31 H27.3.31

実績 実績 実績 予想(※)
対前期 対前期

 受注高

 土木事業

 国内

 海外

 建築事業

 国内

 海外

計

 開発事業

 その他

 売上高

 土木事業

 国内

 海外

 建築事業

 国内

 海外

計

 開発事業

 その他
％

 売上総利益

 土木事業

 建築事業

計

 開発事業

 その他

 販管費
％

 営業利益

 営業外損益

 （金融収支）
％

 当期純利益

 経常利益

 特別損益
％

 税引前当期純利益

 法人税等
％
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）経営成績に関する説明 
  

日本経済は、新興国経済の減速の影響により輸出・生産面に弱さが見られたものの、企業収益

が回復を続ける中、設備投資が底堅く推移するなど、全体として緩やかな回復基調を辿りました。 

国内建設市場につきましては、公共投資が減少に転じているものの、民間部門での投資マイン

ド改善により製造業で旺盛な投資が見られ、全体として堅調に推移しました。 

こうした状況のもと、当社グループの第３四半期の経営成績につきましては、売上高は建築事

業及び開発事業の増加により前年同期比 4.0％増の 1兆 1,143 億円となり、通期業績予想に対する

進捗率は 71.9％となりました。 

利益につきましては、売上総利益は土木事業及び建築事業の利益率好転、開発事業の増収によ

り前年同期比 38.1％増の 1,331 億円（進捗率 81.7％）となり、営業利益は同 81.4％増の 772 億円

（進捗率 92.0％）となりました。また、為替差損益の悪化等に伴う営業外損益の悪化があったも

のの、経常利益は同 65.3％増の 781 億円（進捗率 94.1％）となりました。親会社株主に帰属する

四半期純利益は退職給付信託資産返還に伴う利益の発生等により特別損益が好転したことから、

同 88.1％増の 542 億円（進捗率 95.2％）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 
 

資産合計は、現金預金の減少等により前連結会計年度末比 6.6％・1,149 億円減少し、1兆 6,202

億円となりました。 

負債合計は、支払に伴う工事未払金の減少等により前連結会計年度末比 11.6％・1,436 億円減

少し、1 兆 994 億円となりました。なお、資金調達に係る有利子負債残高は、同 7.3％・198 億円

減少し、2,534 億円となりました。 

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により前連結会計年度末比 5.8％・286

億円増加し、5,208 億円となりました。また、自己資本比率は、同 3.7 ポイント増の 31.9％とな

りました。 
 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 
 

通期の連結業績予想につきましては、平成 27 年 11 月 9 日に公表した業績予想からの変更はあり

ません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
 

連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動はありません。 

なお、特定子会社には該当しておりませんが、ワイビー浜町開発特定目的会社他１社につい

ては重要性が増したことにより、また大成ミャンマーについては新規設立により子会社となっ

たため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

また、㈱とうきょうアカデミックサービス他 49 社については、PFI 事業等の重要性が増した

ため第１四半期連結会計期間より、(同)プラムイースト他１社については、新規設立により関

連会社となったため第２四半期連結会計期間より、持分法適用の範囲に含めております。 

当該変更に伴う期首の利益剰余金及び損益等に与える影響は軽微であります。 
 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
 

（税金費用の計算） 

税金費用に関しては、主として当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。 

ただし、税引前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を乗じて計算しております。 
 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月

13 日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

７号 平成 25 年９月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間

から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変

更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計

期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示

の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更

を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58-2 項(4)、連結会計基準第 44-5

項(4)及び事業分離等会計基準第 57-4 項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期

連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 
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５．補足情報 

（１）［個別］受注高･売上高･繰越高 

①　受　注　高 (単位:百万円)

国 内 官 公 庁 179,705 ( 20.4 %) 114,938 ( 12.3 %) △ 64,767 △ 36.0 284,839 ( 19.9 %)

国 内 民 間 51,690 ( 5.8  ) 72,352 ( 7.8  ) 20,662 40.0 158,198 ( 11.1  )

海 外 32,158 ( 3.7  ) 25,840 ( 2.8  ) △ 6,317 △ 19.6 5,196 ( 0.4  )

計 263,553 ( 29.9  ) 213,131 ( 22.9  ) △ 50,421 △ 19.1 448,234 ( 31.4  )

国 内 官 公 庁 157,817 ( 17.9  ) 103,171 ( 11.1  ) △ 54,645 △ 34.6 187,050 ( 13.1  )

国 内 民 間 422,803 ( 48.0  ) 597,309 ( 64.2  ) 174,506 41.3 736,196 ( 51.5  )

海 外 19,493 ( 2.2  ) 5,312 ( 0.5  ) △ 14,180 △ 72.7 22,233 ( 1.5  )

計 600,114 ( 68.1  ) 705,793 ( 75.8  ) 105,679 17.6 945,480 ( 66.1  )

国 内 官 公 庁 337,522 ( 38.3  ) 218,109 ( 23.4  ) △ 119,412 △ 35.4 471,890 ( 33.0  )

国 内 民 間 474,493 ( 53.8  ) 669,662 ( 72.0  ) 195,168 41.1 894,394 ( 62.6  )

海 外 51,651 ( 5.9  ) 31,152 ( 3.3  ) △ 20,498 △ 39.7 27,430 ( 1.9  )

計 863,667 ( 98.0  ) 918,924 ( 98.7  ) 55,257 6.4 1,393,715 ( 97.5  )

11,305 ( 1.3  ) 4,361 ( 0.5  ) △ 6,944 △ 61.4 24,315 ( 1.7  )

6,617 ( 0.7  ) 7,366 ( 0.8  ) 748 11.3 11,804 ( 0.8  )

881,591 ( 100.0  ) 930,652 ( 100.0  ) 49,061 5.6 1,429,835 ( 100.0  )

（注）（　）内のパーセント表示は、構成比率を示しております。

そ の 他

合 計

前事業年度

自平成26年４月１日 自平成27年４月１日 増減率 自平成26年４月１日

至平成26年12月31日 至平成27年12月31日   （△）％ 至平成27年３月31日

建

築

事

業

合

計

開 発 事 業

区　　分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減(△)

土

木

事

業

 
 
 

 

②　売　上　高 (単位:百万円)

国 内 官 公 庁 143,140 ( 16.4 %) 151,082 ( 16.9 %) 7,941 5.5 203,973 ( 16.3 %)

国 内 民 間 70,319 ( 8.0  ) 58,428 ( 6.5  ) △ 11,891 △ 16.9 100,140 ( 8.0  )

海 外 17,899 ( 2.1  ) 17,457 ( 1.9  ) △ 442 △ 2.5 20,054 ( 1.6  )

計 231,359 ( 26.5  ) 226,967 ( 25.3  ) △ 4,391 △ 1.9 324,168 ( 25.9  )

国 内 官 公 庁 75,518 ( 8.6  ) 86,404 ( 9.6  ) 10,885 14.4 114,311 ( 9.1  )

国 内 民 間 509,733 ( 58.3  ) 553,969 ( 61.8  ) 44,236 8.7 727,229 ( 58.2  )

海 外 39,790 ( 4.5  ) 9,719 ( 1.1  ) △ 30,070 △ 75.6 44,653 ( 3.6  )

計 625,041 ( 71.4  ) 650,093 ( 72.5  ) 25,051 4.0 886,194 ( 70.9  )

国 内 官 公 庁 218,659 ( 25.0  ) 237,487 ( 26.5  ) 18,827 8.6 318,285 ( 25.4  )

国 内 民 間 580,052 ( 66.3  ) 612,397 ( 68.3  ) 32,345 5.6 827,370 ( 66.2  )

海 外 57,689 ( 6.6  ) 27,177 ( 3.0  ) △ 30,512 △ 52.9 64,708 ( 5.2  )

計 856,401 ( 97.9  ) 877,061 ( 97.8  ) 20,660 2.4 1,210,363 ( 96.8  )

11,974 ( 1.4  ) 12,397 ( 1.4  ) 422 3.5 28,368 ( 2.3  )

6,617 ( 0.7  ) 7,366 ( 0.8  ) 748 11.3 11,804 ( 0.9  )

874,994 ( 100.0  ) 896,825 ( 100.0  ) 21,831 2.5 1,250,536 ( 100.0  )

（注）（　）内のパーセント表示は、構成比率を示しております。

至平成27年12月31日   （△）％ 至平成27年３月31日

区　　分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減(△)

前事業年度

自平成26年４月１日 自平成27年４月１日 増減率 自平成26年４月１日

至平成26年12月31日

土

木

事

業

建

築

事

業

合

計

開 発 事 業

そ の 他

合 計
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③　繰　越　高 (単位:百万円)

国 内 官 公 庁 308,666 ( 18.5 %) 316,823 ( 17.0 %) 8,157 2.6 352,968 ( 19.2 %)

国 内 民 間 103,025 ( 6.2  ) 193,637 ( 10.3  ) 90,611 88.0 179,712 ( 9.8  )

海 外 95,881 ( 5.8  ) 75,148 ( 4.0  ) △ 20,733 △ 21.6 66,765 ( 3.6  )

計 507,574 ( 30.5  ) 585,609 ( 31.3  ) 78,035 15.4 599,446 ( 32.6  )

国 内 官 公 庁 262,834 ( 15.8  ) 270,042 ( 14.4  ) 7,207 2.7 253,274 ( 13.8  )

国 内 民 間 863,647 ( 51.9  ) 1,002,883 ( 53.6  ) 139,236 16.1 959,543 ( 52.2  )

海 外 18,788 ( 1.1  ) 12,258 ( 0.7  ) △ 6,530 △ 34.8 16,665 ( 0.9  )

計 1,145,270 ( 68.8  ) 1,285,184 ( 68.7  ) 139,913 12.2 1,229,484 ( 66.9  )

国 内 官 公 庁 571,500 ( 34.3  ) 586,865 ( 31.4  ) 15,364 2.7 606,242 ( 33.0  )

国 内 民 間 966,673 ( 58.1  ) 1,196,521 ( 63.9  ) 229,848 23.8 1,139,256 ( 62.0  )

海 外 114,670 ( 6.9  ) 87,407 ( 4.7  ) △ 27,263 △ 23.8 83,431 ( 4.5  )

計 1,652,844 ( 99.3  ) 1,870,793 ( 100.0  ) 217,948 13.2 1,828,930 ( 99.5  )

11,783 ( 0.7  ) 363 ( 0.0  ) △ 11,420 △ 96.9 8,400 ( 0.5  )

       ― (    ―  )        ― (    ―  ) ―     ―        ― (    ―  )

1,664,628 ( 100.0  ) 1,871,157 ( 100.0  ) 206,528 12.4 1,837,330 ( 100.0  )

（注）（　）内のパーセント表示は、構成比率を示しております。

合 計

前事業年度末

土

木

事

業

（平成27年３月31日）

建

築

事

業

比較増減(△)
（平成27年12月31日）（平成26年12月31日）

合

計

開 発 事 業

そ の 他

増減率区　　分 前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末

 （△）％

 

大成建設㈱（1801）　平成28年３月期 第３四半期決算短信

― 13 ―


	①第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）
	②【連結】156期3Q業績予想の概要
	③【個別】156期3Q業績予想の概要
	④添付資料の目次
	⑤短信定性情報(1563)
	⑥短信【1563Q】２ｻﾏﾘｰ情報(注記事項)
	⑦連結ＦＳ
	⑧注記
	⑨個別ＦＳ
	⑩1563Q受注売上高繰越高



